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造船業の役割

製造業の生産高に占める造船業・
舶用工業のシェア

海上警備・防衛を
支える

海上警備・防衛に従事
する艦艇・巡視艇

地域経済を支える 経済安保を支える

我が国海運・造船業
の相互補完関係

社会ニーズに対応した
船舶

 防衛省、海上保安庁
の船舶の全てを建造・
修繕

 在日米軍の艦艇の
修繕にも貢献

 日本は貿易量の99%以上を海上輸
送に依存している。

 日本の造船業は社会ニーズに応じ
た船舶をオーダーメードで供給

 高性能・高品質な船舶の安定供給
により効率的・安定的な物流を実現

 部品調達を含めて国内に基盤を有
し、地域の経済・雇用を創出

※ 船価の３倍の経済波及効果

防衛省の艦艇

省CO2型
鉄鉱石輸送船

南極観測船

※2025年竣工船（隻数ベース）
（出典） IHS Markit

海運業等

約82%が
日本関係船舶

造船業

約69%を
国内調達

国内

95%

海外

5%

部品国内調達率

地方
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大都市圏中心市

6%

国内

78%

海外

22%

国内生産比率
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データ出典：建造量（IHS Markit）、受注シェア （日本：日本船舶輸出組合 他：IHS Markit、 ）

 造船業は1990年代に韓国、2000年代に中国が台頭し、現在は日中韓で熾烈な国際競争を繰り広げている。
 2025年には中国が新造船受注の約７割近くを占める。

世界の造船業の状況

２大造船グループが
統合して設立

(2019年11月)

韓国財閥ハンファ
グループが大宇造船を
買収し、社名変更
（2023年5月）

世界の建造量の推移
世界の新造船受注シェア（2025年）

世界の造船企業別の建造量（2025年）

※総トン数100トン以上の国際航海に従事する船舶が対象
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我が国造船業の再生のための対応（イメージ）

日本の船は日本で造り日本で持つ
海事産業の中核で
国と地方を支える

脱炭素化への対応等を
通じたゲームチェンジ 同志国との連携強化

業界の垂直・水平連携及び再編により、
複数事業者の一体的行動で生産能力を最大化

世界を牽引する確たる地位の確保

生産規模の拡大のための投資等により
各社がそれぞれの得意分野で能力を新設・増強

我が国の安定的な海上輸送の確保

日本船主等の競争力・
発注喚起を通じた安定的な
新造船需要の確保

造船業の再生

造船所 休眠
造船所

新たな
造船所

増強 再稼働 始動

建造量1800万総トン
（日本船主の船舶需要予測）

次世代船舶建造技術で
世界を主導

2035年目標

国際社会における我が国
造船業の役割の確立

DXやロボット・AI技術を駆
使し、建造プロセス全体の
生産性向上

大学・産業・地域等の連携
による高度人材の育成、
雇用環境の改善、
外国人技能者の受入れ 等

約50%の建造能力向上

約25%の生産性向上

10％のコスト削減建造能力倍増

自律性の確保

優位性の確立

施設・設備整備による建造
能力拡大
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造船業再生ロードマップの策定（令和７年１２月）

造船業再生に
向けた目標
(2035年）

建造量
1800万総トン
（日本船主の船舶
建造需要）

次世代船舶
建造技術で
世界を主導

【参考:2024年時点】
建造能力:907万総トン

国際社会におけ
る我が国造船業
の役割の確立

 我が国造船業のあるべき姿（「日本の船は日本で造り日本で持つ」、「世界を牽引する確たる地位の確保」等）を
掲げ、 2035年における船舶建造能力の目標（2024年実績からの倍増）やその実現に必要な取組等を盛り込ん
だ「造船業再生ロードマップ」を策定（令和7年12月）
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出典:日本郵船株式会社
アンモニア燃料アンモニア輸送船

ゼロエミッション船 次世代型造船ロボットのイメージ

自律移動溶接ロボット

• ゼロエミッション化による大幅
なコスト上昇

• 次世代船舶は、従来の船舶より
複雑で工数が多い

• 技術力の高い設計者や技能者が
求められる

• 建造能力拡大には⾧期間・多額
の設備投資（ドック、クレーン、
自動化設備等）が必要

主な課題
（ボトルネック）

• アンモニア燃料船を始めとしたゼ
ロエミッション船等の次世代船舶
建造技術で世界を主導

• 次世代船舶に係る技術をてこに、
我が国において1,800万総トン※
（市場規模約５兆円）を建造
（2035年）

• 国際社会における我が国造船業の
役割を確立

目指すべき姿

我が国の勝ち筋

講じるべき施策

 厳しい国際競争の中、我が国造船業の建造
量は減少傾向

 中⾧期的に、海上輸送量の増加に伴い建造
需要は拡大

 ゼロエミッション船等の次世代船舶の建造
需要が増大、ゲームチェンジの機会に

方向性

※2024年比倍増

• ゼロエミッション船等の生産体制の整備を支援
• 国際海事機関（IMO）における国際ルールの策定等を主導
• ゼロエミッション船関連の技術開発・実証を支援
• ゼロエミッション船等の導入を支援
• AIを活用した次世代型造船ロボットの研究開発を支援

【次世代船舶】（造船）
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官民投資ロードマップ
（令和８年７月２１日 日本成⾧戦略本部決定）
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地域未来戦略に関する関係副大臣等会議
（第３回） 資料４


